
■事前の対策／事後の対処を見据えた時間軸上の総合性  ■地理的範囲の総合性  ■内・外政、安保・経済等、政策をリンクさせる総合性 ■官民・党派を問わず広く人材を活用し外交に臨む総合性 

 

「自由で、開かれた、ルールに基づく国際秩序」の実現 
・経済分野のみならず、安全保障分野も含めたルール作り、 

 多国間協議の場の整備に向けた主体的な参画 

・大国による外交の占有を避けるための措置 

「豊かさ」を実現する日本外交 
・経済成長実現、経済関係拡充が国際社会に平和と安定を 

 もたらすとの立場から外交を展開してきた日本 

・国民レベルの豊かさの実現を通じて国際社会の安定を図る 

国際社会を「つなぎ直す」ファシリテーターとしての 

多国間外交の展開 
・意義ある国際合意形成が困難な現状において、核となる有志の 

 国家や集団を結びつけ、国際ガバナンスを機能させる日本外交 

Ⅱ－１ 国際社会の中で日本が歩むべき道 （Ｐ８） 

 
 
・「国家安全保障会議」設置 
・安保環境に応じた防衛力維持 
・防衛予算の効率的配分 
・武器輸出三原則の弾力的運用 
・在外邦人保護体制の整備 
・重要地域の土地取得・利用規制 
・防衛に関する自助努力の重要性 
・集団的自衛権行使の容認 
・シーレーンの安全確保 
・日米情報共有体制の強化 
・日米同盟の再定義 
・自衛隊の国際平和協力活動の 
法的基盤整備、民軍協力促進 

安全保障 （Ｐ16）  
 
・WTO体制の強化 
・開放的な経済ネットワーク維持 
・FTAネットワークの戦略的展開 
・アジア太平洋地域の経済連携促進 
・農業の国際競争力強化 
・国際標準獲得に向けた人材育成 
・新技術分野の育成と官民連携 
・海外インフラ整備プロジェクトの 
 受注に向けた政府の積極関与 
・JICA、JBIC支援制度活用 
 

通商・経済外交 （Ｐ22）  
 
・資源供給源の多様化 
・資源開発、取引に関わる 
国際ルール策定・強化 

・産出国/消費国対話メカニズム構築 
・希少資源が不要となる新技術・ 
代替物開発、ﾘｻｲｸﾙ推進、備蓄増加 

・資源の国際共同備蓄の促進 
・大陸棚探査 
・海上連絡メカニズムの早期構築 
・農地資源の維持 
・自由貿易を通じた食料確保 
・発展途上国への農業技術提供 
・有事食料供給計画の策定 

資源・エネルギー、食料 （Ｐ27）  
 
・国連ミレニアム開発目標の達成 
・海外経済協力会議の活用 
・低炭素社会作りに資する案件への 
資金投入 

・JICA投融資機能等の活用 
・投資/貿易保険の活用 
・国際連帯税の創設の検討 
・企業活動を通じた発展途上国支援 
と人材育成 

国際協力 （Ｐ31）  
 
・日米同盟は日本の安保政策の基軸 
・日米同盟はアジアの安定に寄与 
・揺るぎない日米安保が日本の 
アジア外交にとっても重要 

対米国関係 （Ｐ10）  
 
・中国の発展は大きな機会 
・中国の影響力を開かれた国際秩序 
の構築に活用 

・安保上の対中抑止も不可欠 

対中国関係 （Ｐ11） 

 
 
・日本の立ち位置を再認識すべき 
・ASEANとの関係強化を軸に、 
アジア太平洋地域の経済連携実現 

・韓国/インドとの戦略的連携強化 

対アジア・ASEAN 関係 （Ｐ12）  
 
・東アジア安保に関わる重要国 
・ｴﾈﾙｷﾞｰ開発、原子力平和利用等を 
契機に民間レベルでの対話の 
チャンネルを確保するべき 

対ロシア関係 （Ｐ13） 

 
 
・国際ルール策定に大きな影響力 
・連携を強化し、先進地域として 
成熟した欧州の知見をアジアの 
さらなる発展に活かす 

対欧州関係 （Ｐ13） 

 
 
・経済統合、民主化が着々と進む 
・日系人コミュニティの存在 
・アジアに見劣りのしない 
 経済規模、潜在力 

対中南米関係 （Ｐ14） 

 
 
・歴史的な負の遺産を持たない日本 
・核拡散、新エネルギー開発等の 
 要素も取り込んだ中東外交 
・アフリカの成長余力に注目 

対中東・アフリカ関係 （Ｐ13） 

 
 
・国際機関の再活性化にコミット 
・国際ガバナンスの再構築に際して 
 引き続き重要な役割を果たす国連 

対国連・国際機関関係 （Ｐ14） 

総合外交戦略委員会 提言 

『世界構造の変化と日本外交新次元への進化 ― 日本力を発揚する主体的総合外交戦略 ―』 

Ⅱ－４ 何故、総合外交戦略が求められているのか （P14） 

Ⅱ－３ 日本外交の方向性 （P10） Ⅲ 世界の平和と繁栄に向けた日本の総合外交戦略 （P16） 

Ⅰ 国際情勢 （提言本文 P４） 

 多極化に向かう世界 

国際的影響力を行使できるプレイヤーの多様化 

 国際合意の困難化と新しい国際秩序の模索 
国際ガバナンス体制構築に向けた意思集約が進まない国際社会 

 人口増加と食料・水、資源・エネルギーの供給不足、環境問題 
食料・水・資源の不足が、経済的・社会的問題を誘発 

 新たな経済運営モデルの模索 
経済運営上の政府の役割や国際的なガバナンスモデルの模索 

 不安定要因を抱えて成長する東アジア、台頭する中国・インド 
東アジア経済統合への道筋は不透明、多様な安保リスクの存在 

Ⅱ－２ 日本外交の資産＝日本力 （P９） 

 経済力／技術力 
今後は環境・エネルギー分野強化と先進経済運営ノウハウの活用 

 日米安全保障体制 
予見可能な地域秩序を維持するための国際公共財 

 国際秩序の安定･発展に寄与してきた実績 
  開かれた国際秩序の担い手として貢献してきた国際的信用 

 日本の文化・歴史を背景とした理念・価値観 
様々な文化との交流を通じて醸成されてきた日本の理念・価値観 

 今後は財政規律の確保が対外信用の基盤として重要 
 財政規律の確保は、自主的な防衛努力と同様に、日本が 
自立した外交を展開するための大前提である 

 
 
 
・日本のソフトパワー活用 
・テレビ放送・インターネット活用 
・日本語・日本文化普及に向けた海外拠点数の拡充 
・海外日系人コミュニティとの連携強化 
・海外の日本研究、知日派育成の強化とネットワーク化 
・観光促進、留学生の増加と日本企業による人材登用 

パブリック ディプロマシー （Ｐ34）  
 
・政府における外交政策の司令・調整機能の整備 
・政府の外交戦略策定機能の整備 
・政府の情報収集・分析・管理機能の強化 
・官邸の独自の情報分析機能の整備 
・日本外交の構想力強化、人的基盤構築を目的としたシンクタンク設立 
・国際的な合意形成の場にて活躍できるニュー・エリートの養成 

外交政策を支える体制整備 （Ｐ37） 

総合外交戦略を効果的に展開するための手段・インフラ 

地域別アプローチ 政策分野別アプローチ 


